
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 山口県 山口市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
人件費：
平成１７年度は、合併直後であり、職員数が類似団体平均より多く、経常収支比率の人件費分が高くなっていたが、平成１８年
度は、職員数の削減効果も現れ始めたため、類似団体平均２９．０％とほぼ同様の２９．６％となった。今後も「定員適正化計画」
に基づき、平成２１年度までの５年間で１１８人の職員数の削減を行い、人件費の縮減に努める。
物件費：
平成１８年度は、合併に伴う行政体制のスリム化により内部管理経費の縮減が図られたため、類似団体平均１３．１％を下回る１
１．２％となった。今後も「財政運営健全化計画」に基づき、事務的経費や施設管理経費等の削減に努める。
扶助費：
合併に伴い生活保護費などの業務が増加したため、平成１７年度と比較して０．６ポイント増の７．２％となったが、類似団体平均
がそれ以上伸びたため、差が広がった形となった。今後は、国の方針や地方財政計画で示される増減率を目安として、削減に
努める。
公債費：
過去の大規模事業の影響により類似団体平均２０．２％を上回る２４．０％となったが、プライマリーバランスの黒字化により地方
債残高が減少しているため平成１７年度と比較すると０．６ポイントのマイナスとなっている。今後も、市債発行にあたっては償還
額に見合った借入額とすることや公的資金補償金免除繰上償還の活用により地方債残高の抑制に努め、公債費の縮減を図
る。
補助費等：
経常収支比率の補助費等分の割合が類似団体平均６．８％を下回る５．０％となっているが、これは、他の類似団体と比較して
一部事務組合に対する負担金が少ないことが影響している。市単独の補助金については、平成１８年度に策定した「補助金見
直し基準」により見直しを行っているところであり、引き続き補助金の役割や効果等を検証し、見直しに努める。
その他：
類似団体平均の１２．１％とほぼ同じ１１．６％となっている。今後も他の項目同様削減に努める。
普通建設事業費：
平成１７年度は合併準備のための庁舎改修等により、人口１人当たり決算額は類似団体平均を１７，３７９円上回っていたが、平
成１８年度は類似団体平均４６，０７２円とほぼ同じ４７，８８９円となった。今後は、公共工事コストの縮減に関する行動計画を策
定し、公共工事の効率化、コスト縮減に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 13,503,659 72,060 73,521 ▲ 2.0
賃金（物件費） 700,894 3,740 3,514 6.4
一部事務組合負担金（補助費等） 27,158 145 2,673 ▲ 94.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 2,165 12 691 ▲ 98.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 397,274 2,120 2,365 ▲ 10.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 255,569 1,364 1,391 ▲ 1.9
▲退職金 ▲ 1,199,546 ▲ 6,401 ▲ 7,630 ▲ 16.1
合計 13,687,173 73,040 76,524 ▲ 4.6

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.13 8.04 0.09
ラスパイレス指数 101.6 98.3 3.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

9,838,615 52,502 45,005 16.7

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 26 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 2,310,047 12,327 13,056 ▲ 5.6
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

170,340 909 1,667 ▲ 45.5

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

188,563 1,006 1,898 ▲ 47.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 24 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 6,800,853 ▲ 36,292 ▲ 32,108 13.0

合計 5,706,712 30,453 29,568 3.0

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 山口県 山口市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

14,585,073 105,744 21.0 68,938 ▲ 2.0 23.0

うち単独分 12,664,191 91,817 33.2 44,448 2.3 30.9

9,076,963 65,462 ▲ 38.1 53,606 ▲ 22.2 ▲ 15.9

うち単独分 6,306,477 45,481 ▲ 50.5 31,541 ▲ 29.0 ▲ 21.5

6,091,659 43,790 ▲ 33.1 68,917 28.6 ▲ 61.7

うち単独分 4,373,535 31,439 ▲ 30.9 41,973 33.1 ▲ 64.0

12,051,237 64,260 46.7 46,881 ▲ 32.0 78.7

うち単独分 8,755,539 46,686 48.5 30,527 ▲ 27.3 75.8

8,974,189 47,889 ▲ 25.5 46,072 ▲ 1.7 ▲ 23.8

うち単独分 5,688,986 30,358 ▲ 35.0 28,341 ▲ 7.2 ▲ 27.8

過去５年間平均 10,155,824 65,429 ▲ 5.8 56,883 ▲ 5.9 0.1

うち単独分 7,557,746 49,156 ▲ 6.9 35,366 ▲ 5.6 ▲ 1.3

当該団体決算額
（千円）
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